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て挑戦的なテーマである。その解明は、何 らかの意味で 「遅れて」近代化を開始 した独 ・米 さ
え含む多数の国の政治 ・経済の特徴を明 らかにすることに貢献 しうるし、何よりも、今近代化
を推進 している国々の理解に資することができると思われる。







いたと言わざるを得ない。これ らの国の政治エ リー トの中に、民主政そのものよりも、政治秩
序の形成が先決だとの判断を持つ者があったとしても不思議ではない。近代化初期の国々に関
して、政治秩序の安定化には経済発展が必要であり、経済発展のためには政治秩序の確立が不
可欠だとの言説も広 く見 られた。実際、政治的安定と経済的発展の関係は、朴正熙、スハル ト、
マハティール、リー ・クアンユー らの権威主義的な政府の下で、アジア諸国が急速な経済発展




た。これ らの国では経済発展 と連動 した都市化や労働者 ・中間層の拡大が民主化の社会的背景
序 文
と考えられるが、中間層 と民主化の関係についてはまだ結論が出ていない。





















らにバーツの下落に始まる97-98年 のアジア経済危機 を経ると、むしろ発展型国家やネ ット
ワーク型 国家のシステムは非効率だとい う、逆転した評価が見られ るようになった。アジア諸





























とである。 このよ うな流れの中で、大蔵省 と利益集団も規制緩和を受け入れざるをえず、その
過程で、円の国際化政策の内容は国内景気対策と対外経済政策へ と変化 していった。
日本の労働政策過程の変化を分析 した久米論文によると、80年 代までは、労働省 という所
管行政機関の制度の枠内で、使用者と労働者それぞれの代表が参加して利害調整をおこなうコー
ポラティズムが見 られたが、89年 に労働組織の官民統一による新連合の発足があ り、労働条
件の国家規制 を志向する官公労の影響力が強まったこと、そして93年 には自民党が下野 して
政治的競争が激 しくなったことから、労働政策が政治化 し、政治過程が対決的になり、雇用調
整の柔軟化がスムーズに進まなくなった。















の政治社会は、パ トロン ・クライアン ト関係が支配的で、 レント・シーキングが しば しば発生
すると言われるが、どうして非効率に陥 らずに経済成長を達成できたのか。東論文は、タイ、




降の金融危機への政策対応を振 り返 り、どこに問題があったのかを検討 している。危機以前に
ついては、金融 自由化の下で対外民間債務管理に問題があったこと、危機下および危機後の時
期については、経済政策の担い手であるテクノクラー ト・グループが崩壊 し、経済政策に対す
る所有(ownership)と ガバナンス(governance)が 失われたことが最大の問題だ と指摘 し
ている。
続 く梅原論文はフィリピンの農業部門の変化を分析 している。GATT-WTO農 業合意へのフィ
リピン政府の最 も基本的な対応は、1997年12月 末に制定された農業漁業近代化法(AFMA)
であった。 これによってフィリピン農業がどのように変化するかとい う疑問に答えるために、












かである。また、研究会には、関連する分野か ら、 池本幸生氏(東 大)、 真田幸光氏(愛 知淑
徳大)、 廉載鎬氏(高 麗大)、 穴沢真氏(小 樽商大)、 ジョン ・マロッ ト氏(元 駐マレーシア ・
アメリカ大使)、 谷川浩也氏(経 済産業省 ・経済産業研究所)、 細川恒氏(元 通産省)、佐藤幸
人氏(ア ジア経済研究所)、 三重野文晴氏(法 政大で現在は神戸大)、末廣昭氏(東 大)、 黒岩
郁雄氏(ア ジア経済研究所)な ど多 くの方のご報告をいただき裨益するところまことに大きな
'ものがあった。静岡総合研究所からは、海外渡航費などわれわれの調査研究に必要な調査費の
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一部をいただいた。国際日本文化研究センターの事務局の方々に、特に田坂和美氏には大変に
お世話になった。 これらすべての方々に感謝 したい。
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